
（別添）ＧＤＰ統計を軸とした経済統計改善の取組方針 

 

Ⅰ．ＧＤＰ統計に用いられる基礎統計の改善 

 ＧＤＰ統計の推計に用いられる各種基礎統計について、精度の向上、調査対象の拡大、公

表の早期化など以下の表に示された取組を行うことにより、ＧＤＰ統計の推計の精度向上を

図る。基礎統計の見直し結果のＧＤＰ統計の推計への反映については、四半期速報（ＱＥ）、

年次推計、基準改定のタイミングで随時実施する。また、改善された個別の基礎統計を活用

し、より正確な景気判断を行う。 

 

＜民間最終消費等＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-1.家計調査 

【総務省】 

① オンライン家計簿の導入などＩＣＴを積

極的に活用することで、報告者負担を軽減

しつつ、調査の質の更なる向上を図る。 

① 2018 年１月からの実施

に向け、2016 年度中に

結論を得る。 

② 総務省において開催されている「速報性の

ある包括的な消費関連指標の在り方に関

する研究会」における議論を踏まえ、国の

消費全般の動向を、マクロ、ミクロの両面

で捉える新たな指標を作成する。 

② 研究会の議論を踏まえ、

可能な限り早期に実施。 

③ 調査対象世帯の年齢や世帯構造について

検証を行い、調査結果の補正について検討

する。 

③ 継続実施。 

1-2.家計消費状況調査 

【総務省】 

調査の質の更なる向上の観点から、調査票回収

督促及び内容審査の強化に必要な措置を講ず

る。 

予算措置などの状況を踏ま

え、2017 年度を目標に実施。 
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＜民間企業設備投資・民間在庫投資＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-3.法人企業統計 

【財務省、内閣府】 

① 調査のオンラインシステムと会計ソフト

との連携等により調査負担を軽減し、回収

率の向上と集計事務の迅速化を図る。 

① 2019 年度から実施。 

② 督促、欠測値の補完方法の改善を図る。 ② 2016 年度から検討。 

③ 四半期報について、調査対象や項目を限定

した調査を導入することにより、１次ＱＥ

推計に間に合うように早期化を図る。経済

界の協力を得つつ、試験的な調査を実施

し、内閣府と協力し、同結果を反映した場

合における１次ＱＥから２次ＱＥへの改

定幅の試算を行い、報告者負担を含めた検

証を行う。 

③ 2016 年度から検討。

2019 年度から試験的な

調査を実施し、同結果

を反映した場合におけ

る改定幅の試算、検証

を行う。 

 

④ 四半期報の早期化を前提に、研究開発投資

を調査項目に追加する。経済界の協力を得

つつ、試験的な調査を実施し、内閣府と協

力し、同結果を反映した場合における１次

ＱＥから２次ＱＥへの改定幅の試算を行

い、報告者負担を含めた検証を行う。 

④ 2016 年度から検討。

2019 年度から試験的な

調査を実施し、同結果

を反映した場合におけ

る改定幅の試算、検証

を行う。 

⑤ 設備投資のサンプル断層調整値を公表す

る。 

⑤ 2016 年度中に結論。 

 

＜公的固定資本形成＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-4.建設総合統計 

【国土交通省、内閣府】 

① 公共工事出来高と国・地方・公的企業等の

決算書との整合性を確認する。 

①②2017 年度中実施。 

② 公的資本形成について、ＱＥとＧＤＰ年次

推計とのかい離の原因について検証を行

う。 
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＜総固定資本形成・住宅投資＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-5.建築着工統計 

【国土交通省】 

① 工事費予定額の定義の明確化と周知によ

る報告の正確性向上。 

①②③統計委員会における

審議を踏まえ、2017 年度以

降、段階的に実施。 ② 異常値、外れ値への対応の徹底。 

③ 工事費予定額と完成工事費とのかい離を

調査する「補正調査」の精度向上とその公

表。 

1-6.建築物リフォー

ム・リニューアル統計

の改善とＳＮＡへの反

映 

【国土交通省、内閣府】 

① 調査基準期間を半年から四半期に変更す

るとともに、ＳＮＡで固定資本形成に含ま

れる「改装・改修工事」と、中間消費に含

まれる「維持・修理」に分けて調査し公表

する。 

① 2016 年度より新調査を

実施し、2016 年末から

公表。 

 

② 遡及系列を作成し、公表する。 ② 2019年度予定の平成27

年産業連関表に反映の

上、2020 年度目途に予

定されている次回のＳ

ＮＡ基準改定に反映さ

れるよう実施。 

③ 新調査による結果の蓄積を得て、ＳＮＡへ

の反映に際しての手法や影響、課題につい

て検討を行う。 

③ 2018 年度までに実施。 

 

＜外需等＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-7.国際収支統計 

【財務省、日本銀行、内

閣府】 

① 次回国際収支マニュアル改訂への対応時

に遡及系列を作成できるよう検討する。 

① 次回ＩＭＦ国際収支マ

ニュアル改訂への対応

時に検討。 

（注）ＩＭＦ国際収支

マニュアルの改訂時期

は未定。 

② 再投資収益について、内閣府との協力の

下、国民経済計算との調和も考慮し、計上

手法を検討する。 

② 2019 年度を目途に結論

を得る。 

③ 「居住者間取引を挟む転売の対象となっ

た財貨等」等の公表など財貨の輸出入部分

についての通関統計との差の透明化につ

いて検討する。 

③ 2019 年度を目途に結論

を得る。 

1-8.訪日外国人消費動

向調査 

【国土交通省】 

都道府県別の訪日外国人旅行消費額を把握す

るために標本規模を拡大する。 

2016 年度に予備調査を実施

し、2018 年から本格調査を

行う。 
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＜生産やサービス産業などの経済活動の基礎統計＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-9.サービス統計全般

（体系的整備） 

【総務省、関連統計作

成府省】 

サービス産業をほぼ網羅的に把握するものの

費用を把握していない「サービス産業動向調

査」と、特定のサービス産業において費用等を

把握している「特定サービス産業実態調査」等

の関連統計調査の発展的な統合に向けて、次の

ような観点を含め、検討を行う。 

 付加価値等の構造を把握するために営業

費用や内訳等を把握 

 結果公表の早期化・安定化 

2019 年度からの統合に向

け、2018 年度までに結論を

得る。 

1-10.サービス統計全

般（内容充実） 

【統計委員会】 

統計委員会において、シェアリングエコノミー

等多様化するサービス産業の計測など研究課

題について審議する。 

2016 年度から開始。 

1-11.生産物分類 

【総務省】 

新サービス捕捉の観点から生産物分類の構築

について、商品及びサービスの特性を踏まえて

段階的に検討を進める 

2017 年度以降、段階的に検

討を進める。 

1-12.企業統計全般 

【総務省、関係統計作

成府省】 

売上高等の集計における消費税込み・抜きの選

択制を徹底する 

関係府省間の合意を踏まえ

順次実施。 

 

＜デフレーター＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-13.消費者物価指数 

【総務省】 

① 家賃の経年劣化を踏まえた品質調整につ

いて検討する。 

① 2017 年度の可能な限り

早期に研究結果を公表

し結論を得る。 

② 2020 年基準改定におけるサービスの価格

（冠婚葬祭サービスなど）の更なる把握拡

充について検討を行う。 

② 2018 年度までに結論を

得る。 

③ インターネット販売価格の更なる捕捉及

び 2020 年基準改定における採用の可否を

検討する。 

③ 2018 年度までに結論を

得る。 

1-14.企業向けサービ

ス価格指数 

【日本銀行】 

既存の統計では捕捉できていない卸売サービ

ス、特許貸出サービスについて、新たに調査対

象とする。 

2018 年央までに結論を得て

次回の基準改定（2019 年央）

より実施。 

1-15.既存統計で捕捉

できていない価格の把

握 

【日本銀行、内閣府、総

務省、関連省庁】 

医療・介護、教育の質の変化を反映した価格の

把握手法、及び建設（市場取引価格ベース）、

小売サービス（マージン）の価格の把握手法に

ついて研究する。 

2017 年度から開始。 
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＜雇用者報酬＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-16.毎月勤労統計 

【厚生労働省】 

① 2020 年からのローテーション・サンプリ

ングの導入に向けて着実に準備を実施す

る。 

①②③統計委員会の答申を

得て、2018 年より実施。 

② 継続標本による参考指標を作成し公表す

る。 

③ 標本抽出に事業所母集団データベースを

用いる。 

 

＜産業連関表＞ 

統計名 対応方針 実施日程 

1-17.産業連関表 

【産業連関表作成府省

庁】 

自社開発ソフトウェアや研究開発の固定資本

として計上するなど、産業連関表と国民経済計

算の整合性の強化を図る。 

2019 年度に予定されている

平成 27年産業連関表の公表

までに検討。 

1-18.産業連関表、国民

経済計算 

【産業連関表作成府省

庁、内閣府】 

基本価格表示の産業連関表の作成について、平

成 27 年表での実現を目指す。さらに、国民経

済計算においては、産業連関表の作成状況を踏

まえ、国民経済計算の次回基準改定での実現に

向けた所要の検討を行う。 

2020 年度までに結論を得

る。 
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Ⅱ.ＧＤＰ統計の加工・推計手法等の改善 

 ＧＤＰ統計については、加工・推計手法の改善として、四半期速報の精度向上、景気判断

向上のための新たな四半期系列の作成、現行ＳＮＡ基準では未計上の新分野の取込みを行う

とともに、情報開示の拡充によりユーザーの利便性の向上を図る。また、ＧＤＰ統計に係る

国際基準策定プロセスへの関与を強化する。 

 

統計名 対応方針 実施日程 

2-1.ＱＥの精度向上 

【内閣府】 

家計調査、法人企業統計等の需要側統計と供給

側統計の新たな加工・推計手法の開発など消

費・投資の基礎統計の利用法の改善を図る。 

可能なものは 2017 年末実

施。 

 

2-2. 景気判断向上の

ため新たな四半期系列

の作成 

【内閣府】 

① 家計の可処分所得、貯蓄の速報値を参考系

列として公表する。 

② 生産面、分配面の四半期別ＧＤＰ速報を参

考系列として公表する。 

① 2018 年度中の参考系列

公表に向け検討 

② 2018 年度末までに取扱

いについて結論。 

2-3.現行ＳＮＡ基準で

は未計上の分野の取込

み 

【内閣府】 

娯楽作品の原本（映画等）を総固定資本形成に

計上する。 

2020 年度中目途の次回基準

改定での実現に向け検討。 

2-4.情報開示の拡充

【内閣府】 

① 拡充した推計手法解説書（デフレーターの

推計手法の詳細を含む）を公表する。 

② 従前の民間エコノミストとの意見交換（年

一回程度）を拡充し、経済団体、統計研究

者、各政策当局とのコミュニケーションを

強化する。 

① 2016 年度中に実施。 

② 2017 年度から順次実

施。 

2-5.推計手法の研究開

発とポスト 2008ＳＮＡ

に向けた関与の強化

【内閣府、総務省】 

 

① 国際議論への積極的参画を図りつつ、理論

的・実務的な研究を実施。 

② 研究を踏まえ、ＯＥＣＤ等の国際会議にお

いて積極的な意見表明を実施。 

③ 新分野の取り込み、生産・支出・分配の三

面の整合性等に関する研究開発プロジェ

クトを推進する。 

①②③2017 年以降実施 
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より正確な景気判断のための経済統計の改善に関する研究会 

 委員名簿 

 

伊藤 元重  経済財政諮問会議議員 

学習院大学国際社会科学部教授 

小峰 隆夫  法政大学大学院政策創造研究科教授 

宅森 昭吉  三井住友アセットマネジメント株式会社 

理事・チーフエコノミスト 

中村 洋一  法政大学理工学部教授 

門間 一夫  みずほ総合研究所株式会社 

エグゼクティブエコノミスト 

美添 泰人  青山学院大学経営学部プロジェクト教授 

渡辺 努   東京大学大学院経済学研究科教授 

渡辺 美智子 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授 

  

（座長） 
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より正確な景気判断のための経済統計の改善に関する研究会 

開催実績 

第一回 

日 時 平成 28 年９月 28 日 

議 題 経済統計に関する現状と課題について 

 

第二回 

日 時 平成 28 年 10 月６日 

議 題（１）経済社会構造の変化の把握について① 

「世帯構造の変化について」 

   （２）類似統計間の動向の比較について 

   （３）新たなデータの活用について① 

  「景気動向把握におけるビッグデータの活用について」 

 

第三回 

日 時 平成 28 年 11 月 10 日 

議 題（１）研究会での指摘事項について 

   （２）経済社会構造の変化の把握について② 

     「多様なサービスの生産・消費動向の把握について」 

   （３）新たなデータの活用について② 

  「行政記録情報等の活用について」 

   （４）統一的な地域区分について 

   （５）統計精度の向上に向けたＰＤＣＡサイクルについて 

 

第四回 

日 時 平成 28 年 12 月５日 

議 題（１）ＧＤＰ統計を軸とした経済統計改善の取組方針について 

   （２）取りまとめに向けて 

 

第五回 

日 時 平成 28 年 12 月 13 日 

議 題（１）国民経済計算の平成 23 年基準改定（支出側系列等）に

ついて 

   （２）研究会報告（案）について 
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